
 
 

６ 今後の検討内容 
 

中間報告では、現状の把握と、現状レベルで実現可能な方策等についての検討を行った。

今後、最終報告に向けては、別途実施される実証実験の成果の活用及びビジネスモデルの

検討などを行う予定である。 
 

（１）実証実験成果の分析、活用 

別途実施される官民連携ポータルの実証実験の成果を踏まえ、中間報告で検討した課題

及び解決方策の検証などを行う。 
 

（２）ビジネスモデルの検討 

我が国の官民連携ポータル事例は、まだビジネスとして成立していない。英国の事例のよ

うに、収益構造の多角化と対象手続きの拡大による収益の拡大を図るなど、ビジネスモデル

として成立しうる方策を検討する。 
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